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第２９号議案 

令和４年度芦屋市下水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条 令和４年度芦屋市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 (1)  処 理 面 積                     1,124ha 

 (2)  年 間 処 理 水 量                               18,742,000ｍ3

 (3)  一日平均処理水量                                    51,348ｍ3

 (4)  主要な建設改良事業

   管渠，芦屋下水処理場，南芦屋浜下水処理場及び抽水場の整備事業費 

642,315 千円 

  （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

収            入 

  第１款  下水道事業収益                            2,942,549 千円 

第１項 営 業 収 益                                  1,881,458 千円 

第２項 営 業 外 収 益                                    1,060,991 千円 

第３項 特 別 利 益                                        100 千円 

支            出 

  第１款  下水道事業費用                            2,728,386 千円 

第１項 営 業 費 用                                  2,501,059 千円 

第２項 営 業 外 費 用                                     215,127 千円 

第３項 特 別 損 失                                        2,200 千円 

第４項 予 備 費                                       10,000 千円 

  （資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 828,441 千円は，当年度損益勘定留保資金  545,938
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千円，当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額               55,134 千円，減債積立金 

227,369 千円で補 するものとする。）。 

収            入 

  第１款  資 本 的 収 入                                        655,742 千円 

第１項 企 業 債                429,700 千円 

第２項 他 会 計 補 助 金                             40,032 千円 

第３項 国 庫 補 助 金                            186,000 千円 

第４項 固定資産売却代金                                10 千円 

支            出 

  第１款  資 本 的 支 出                                    1,484,183 千円 

第１項 建 設 改 良 費                                      642,315 千円 

第２項 固 定 資 産 購 入 費                              2,000 千円 

第３項 企 業 債 償 還 金                                     829,868 千円 

第４項 予 備 費                10,000 千円 

  （債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定

める。 

 事 項 期 間 限 度 額 

兵庫東流域下水汚泥 

処 理 事 業 負 担 金 

令和 5年度から 

令和 34年度まで 
元金 71,100 千円に  

利息相当額を加算した額 

雨水ポンプ更新工事 令和 5年度 180,000 千円 

  （企業債） 

第６条  起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定

める。 

    起債の目的及び限度額 下水道事業 429,700 千円 

    起債の方法 国又は銀行その他から普通貸借又は証券発行による。 

    利 率       ５.０％以内（ただし，利率見直し方式で借り入れる政府資金等に

ついて，利率の見直しを行った後においては，当該見直し後の利率） 

    償還の方法  借入れの日から据置期間を含め，４０年以内に毎年度元利均等その        

              他の方法により償還する。なお，借入先の融通条件に変更があるとき  

              は，その融通条件に従う。ただし，財政の都合その他によっては，定 
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              額以上を償還し，又は上記利率の範囲内で借換えすることができる。 

  （一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は，1,000,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと

定める。 

 (1)  営業費用，営業外費用，特別損失 

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流

用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経な

ければならない。 

 (1)  職員給与費                                          198,528 千円 

  （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の雨水処理費等に充当するため，他会計からこの会計へ補助を

受ける金額は，329,323 千円である。 

 （利益剰余金の処分） 

第１１条  繰越利益剰余金のうち 158,142 千円は，次のとおり処分するものと定め

る。 

 (1)  減債積立金                      158,142 千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条  たな卸資産の購入限度額は，25,526 千円と定める。 

     令和４年２月１５日提出 

                                               芦屋市長  伊 藤  舞    
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1

1

1

2

3

担金

4

2

1

2

3

3

1 過 年 度 損 益 100

修 正 益

雑 収 益 315

特 別 利 益 100

長期前受金戻入 770,785

会計補助金等

補 助 金 289,891 分流式下水道経費に対する他

収入

営 業 外 収 益 1,060,991

他 会 計負担金 798,834 雨水処理に対する一般会計負

その他営業収益 15,355 河川海岸環境整備事業費等の

受託事業収益 5,500 下水道取付管工事等負担金

下水道使用料 1,061,769 下水道使用料収入

下水道事業収益 2,942,549

営 業 収 益 1,881,458

令 和 ４ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額（千円） 備 考
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1

1

1

2

要する費用

3

に要する費用

4

5

6

7

8

2

1

2

3

3

1

2

4

1

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000

過 年 度 損 益 1,100 過年度支出

修 正 損

固 定 資 産 1,100

売 却 損

雑 支 出 30,000

特 別 損 失 2,200

消 費 税 及 び 50,000 消費税及び地方消費税納付額

地 方 消 費 税

支払利息及び 135,127 企業債利息等

企業債取扱諸費

産減耗費

営 業 外 費 用 215,127

資 産 減 耗 費 2,100 固定資産の除却損及びたな卸資

減 価 償 却 費 1,314,623 固定資産に係る減価償却費

する費用

総 係 費 137,620 事業活動全般に関する管理に要

受 託 事 業 費 5,500 下水道取付管工事に要する費用

抽 水 場 費 46,444 抽水場の維持管理に要する費用

処 理 場 費

処 理 場 費

南芦屋浜下水 111,381 南芦屋浜下水処理場の維持管理

芦 屋 下 水 594,947 芦屋下水処理場等の維持管理に

る費用

管 渠 費 288,444 下水道管渠等の維持管理に要す

下水道事業費用 2,728,386

営 業 費 用 2,501,059

支 出

款 項 目 予定額（千円） 備 考
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1

1

1

2

1

3

1

4

1

売 却 代 金

売 却 代 金 固 定 資 産 10

国 庫 補 助 金 186,000 建設改良費に対する国庫補助金

固 定 資 産 10

国 庫 補 助 金 186,000

補 助 金 助金

補 助 金 他 会 計 40,032 建設改良費等に対する他会計補

他 会 計 40,032

建 設 改 良 429,700 下水道事業債

等 企 業 債

資 本 的 収 入 655,742

企 業 債 429,700

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額（千円） 備 考
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1

1

1

2

3

4

2

1

3

1

4

1

予 備 費 10,000

予 備 費 10,000

企業債元金償還金

企業債償還金 829,868

企 業 債償 還金 829,868

購 入 費

購 入 費 有形 固定 資産 2,000

固 定 資 産 2,000

処 理 場整 備費 要する費用

抽水 場整備費 36,556 抽水場の建設改良に要する費用

処理場整備費 する費用

南芦屋浜下水 15,000 南芦屋浜下水処理場の建設改良に

費用

芦 屋 下 水 405,103 芦屋下水処理場等の建設改良に要

管 渠 整 備 費 185,656 下水道管渠等の建設改良に要する

資 本 的 支 出 1,484,183

建 設 改 良 費 642,315

支 出

款 項 目 予定額（千円） 備 考
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(単位：千円）

１

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他

小計

利息の支払額

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 373,139

業務活動によるキャッシュ・フロー 576,417

△ 597,905

9

226,032

△ 1,275

711,544

△ 135,127

7,693

令和４年度芦屋市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

208,834

1,314,623

△ 770,785

135,127

35,925

△ 221,973

2,100
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 400,168

△ 196,890

1,247,781

1,050,891

建設改良等企業債による収入 429,700

建設改良等企業債の償還による支出 △ 829,868
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１　総　括

     （単位：千円）

（単位：千円）

13,033 8,283

訳 比較 0 0 236 60 160 △ 1,113

内 前年度 2,628 59 35,479 1,380

退職給付費

当

の 本年度 2,628 59 35,715 1,440 13,193 7,170

△ 179 △ 15 △ 14

手

区分 管理職手当
管 理 職 員
特別勤務手当

期末勤勉手当 児童手当
賞与引当金
繰　入　額

訳 比較 122 398 △ 91 △ 143

470

内 前年度 2,717 11,962 3,174 3,379 799 7,073 484

休    日
勤務手当

当

の 本年度 2,839 12,360 3,083 3,236 620 7,058

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特    殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

181 845 △ 579 447 360 807

174,556 23,165 197,721

比較 - 0

198,528

前年度 - 25 8,810 75,296 90,450

- 25 8,991 76,141 89,871 175,003 23,525

合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

手

区分

給 与 費 明 細 書

区分
職員数（人） 給 与 費 法　定

福利費

本年度
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２　給料及び手当の増減額の明細

千円 千円

1

2 ％

3

1

2

増減分 もの

その他の △ 579 職員構成の変動等に伴う

伴う増減分 与改定

手 当 △ 579 給与改定等に 0 人事院勧告に基づく給

その他の 461 職員構成の変動等に伴う

増減分 もの

2.3平均定昇率

増加分

伴う増減分

備 考

昇給に伴う 384

増減額 増減額の増減事由別内訳

料表改定

説 明区 分

給 料 845 給与改定等に 0 人事院勧告に基づく給
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３　給料及び手当の状況

 　（1）職員１人当たり給与

（単位：円）

 　（2）初　任　給

（単位：円）

大　学　卒 186,800 186,800

区 分 事 務 ・ 技 術 職
一 般 会 計 の 制 度

事 務 ・ 技 術 職

高　校　卒 157,300 157,300

令和３年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 352,025 282,356

平 均 給 与 月 額 462,323 388,887

平 均 年 齢 49歳1月 38歳6月

平 均 給 与 月 額 341,290 413,606

平 均 年 齢 50歳1月 40歳9月

区 分 事 務 職 技 術 職

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 294,600 302,325
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 （3）級別職員数

（級別の基準となる職務）

17

11.8

100.0

2 11.8

5 29.4

8

２ 級 １ 級

主 事 補

主 査 技 師 技 師 補

主 事

一 般 行 政 職

部 長 課 長 課 長 補 佐 係 長

場 長

主 幹 主 任

2
計

区 分 ５ 級 ４ 級 特 ３ 級 ３ 級

100.0
計

2
１級 １級

２級 ２級
47.0

３級
1 50.0

特３級

４級
50.01

５級

2 100.0 100.0

令和３年１月１日現在

５級

４級

特３級

３級

17
計 計

17.63

2 100.0 35.3

35.3

１級 １級

２級
6

6

特３級

３級

４級 ４級
11.8

令和４年１月１日現在

５級

３級

区 分
級

職 員 数
（ 人 ）

構 成 比
（ ％ ）

級
職 員 数
（ 人 ）

事 務 職 技 術 職

構 成 比
（ ％ ）

特３級

2

２級

５級
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（4）普通昇給

（5）特殊勤務手当

19

17

89.5

19

17

89.5

18

85.7

18

21

85.7

2

1

50.0

2

1

代表的な特殊勤務手当の名称 汚 物 取 扱 手 当 ， 技 術 技 能 手 当

支給対象職員１人当たり平均支給月額
（円） 4,693 0 4,693 

（令和４年１月１日現在）

支給対象職員の比率
（％） 17.65 0.00 20.00 

（令和４年１月１日現在）

給料総額に対する比率 （％） 0.27 0.00 0.31 

（人）

区 分 全 職 種 事 務 職

比率（Ｂ）/（Ａ） 50.0

技 術 職

前

年

度

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ） （人）

（％）

職　　員　　数 （Ａ）

比率（Ｂ）/（Ａ） （％）

昇 給 に 係 る

職　　員　　数
（Ｂ） （人）

合 計

21
本

年

度

職　　員　　数 （Ａ） （人）

区 分 事 務 職 技 術 職
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（6）期末手当・勤勉手当

（　）内は，再任用職員

（7）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

（8）その他の手当

通 勤 手 当 同 -

地 域 手 当 同 -

住 居 手 当 同 -

同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 -

一般会計
の 制 度

定 年 ・
定 年 前
早期退職

同 同 同 同

そ の 他 の
加 算 措 置 等

支給率等
定 年 ・
定 年 前
早期退職

24.586875 33.27075 47.709 47.709
  定年前早期退職
  特例措置
 （2%～45%加算）

4.450

区 分
２０年勤続の者
（ 月 分 ）

２５年勤続の者
（ 月 分 ）

３５年勤続の者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

） （ 2.350 ）
有

2.225 2.225

4.450

一般会計の制度
（ 1.175 ） （ 1.175

） （ 2.350 ）
有

2.225 2.225

4.450

前 年 度
（ 1.175 ） （ 1.175

） （ 2.350 ）
有

2.225 2.225
本 年 度

（ 1.175 ） （ 1.175

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）

職制上の段階，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月（月分） １２月（月分）
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

兵庫東流域下水

8,035 平成16年度から 4,319 令和16年度まで汚泥処理事業

企業債期　間

事 項 限 度 額

3,716

令和19年度まで

1,045,000 平成15年度から

負 担 金

負 担 金

兵庫東流域下水

負 担 金

兵庫東流域下水

汚泥処理事業

兵庫東流域下水

693,192 令和7年度まで

兵庫東流域下水

67,988 平成19年度から 28,846

汚泥処理事業

負 担 金

39,142

351,808

令和18年度まで

兵庫東流域下水

47,475 平成20年度から 18,165 令和20年度まで

汚泥処理事業

その他

351,808

29,310

金　額 国県支出金

3,716

金　額 期　間

8,757

前 年 度 末 ま で の 支 払

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支

払 義 務 発 生 予 定 額
左 の 財 源 内 訳

5,919

兵庫東流域下水

汚泥処理事業

負 担 金

汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

11,810

10,134

3,242汚泥処理事業

負 担 金

5,439 平成21年度から 令和21年度まで 3,242

3,555

負 担 金

令和17年度まで 5,891

1,807

39,142

汚泥処理事業 3,994 令和23年度まで 9,48413,478 平成23年度から

平成17年度から

令和22年度まで 3,555

兵庫東流域下水

5,362 平成22年度から汚泥処理事業

平成18年度から

2,197

29,310

9,484

兵庫東流域下水

25,372

（単位：千円）

5,891汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

10,134

平成24年度から 6,472 令和24年度まで 18,900

18,891

18,900汚泥処理事業

負 担 金

12,569 平成25年度から 2,812 令和25年度まで 9,757 9,757

負 担 金
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69,423汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

69,423 令和4年度から 令和33年度まで 69,423

90,000 90,000

更 新 工 事

雨 水 ポ ン プ

180,000 令和5年度 180,000

元金71,100
に利息相当
額を 加算
し た 額

汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水 元金71,100
に利息相当
額を加算
し た 額

令和5年度から 令和34年度まで

令和29年度まで 17,298汚泥処理事業

負 担 金

元金71,100
に利息相当
額を 加算
し た 額

令和30年度まで

限 度 額

2,799

令和26年度まで 9,387

24,915

兵庫東流域下水

兵庫東流域下水

17,749 平成30年度から

兵庫東流域下水

19,976 平成29年度から

523

451

事 項

1,103

期　間 金　額 国県支出金

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

企業債

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳
前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支

その他金　額

兵庫東流域下水

11,306 平成27年度から 1,919汚泥処理事業

負 担 金

期　間

9,387

18,87318,873令和28年度まで

19,710令和27年度まで

汚泥処理事業

負 担 金

汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

22,509 平成28年度から 19,710

42,174令和31年度まで

汚泥処理事業

負 担 金

25,438 令和元年度から

17,298

24,915

63,529

42,174汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

42,496 令和2年度から 322

63,529汚泥処理事業

負 担 金

兵庫東流域下水

63,818 令和3年度から 289 令和32年度まで
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(単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ア

ア

企 業 債 合 計 7,550,991

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 7,550,991

流 動 資 産 合 計 1,132,271

資 産 合 計 30,283,109

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

(２) 未 収 金 86,865

貸 倒 引 当 金 △ 5,485 81,380

固 定 資 産 合 計 29,150,838

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 1,050,891

(２) 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 15,029

無形固定資産合計 15,029

減価償却累計額 △ 3,930 8,827

有形固定資産合計 29,135,809

減価償却累計額 △ 4,473 1,922

工具器具及び備品 12,757

建 設 仮 勘 定 109,091

減価償却累計額 △ 1,666,184 2,033,353

車 両 運 搬 具 6,395

減価償却累計額 △ 5,265,360 20,803,793

機 械 及 び 装 置 3,699,537

構 築 物 26,069,153

土 地 4,881,387

建 物 1,648,749

令 和 ４ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額 △ 351,313 1,297,436
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ア

ア

ア

ア

イ

ア

負 債 資 本 合 計 30,283,109

利 益 剰 余 金 合 計 1,011,068

剰 余 金 合 計 3,760,652

資 本 合 計 6,358,049

資 本 剰 余 金 合 計 2,749,584

(２) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 1,011,068

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金 2,393,688

受贈資産評価額 355,896

繰 延 収 益 合 計 15,476,886

負 債 合 計 23,925,060

資 本 の 部

１ 資 本 金 2,597,397

３ 繰 延 収 益

(１) 長 期 前 受 金 19,828,891

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 4,352,005

賞 与 引 当 金 9,882

引 当 金 合 計 9,882

流 動 負 債 合 計 866,012

754,729

(２) 未 払 金 99,935

(３) 引 当 金

(４) 預 り 金 1,466

２ 流 動 負 債

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 754,729

企 業 債 合 計

退職給付引当金 31,171

引 当 金 合 計 31,171

固 定 負 債 合 計 7,582,162

(２) 引 当 金
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注記

１ 重要な会計方針

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

    (ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

    (ｲ) 主な耐用年数

     建物        ７年～５０年

     構築物       ８年～５０年

     機械及び装置    ６年～２０年

     車両運搬具     ３年～ ４年

     工具器具及び備品  ２年～１３年

無形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

(ｲ) 主な耐用年数

 施設利用権    ３０年

(3)  引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。なお，他会計が負担すると見込まれる額を除き，

下水道事業が負担すると見込まれる額を計上している。

    地方公営企業法適用前である平成２９年度までの要支給額については，他会

計がその全額を負担することになっているため計上していない。

  イ 賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

    また，職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費相当額について，当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を賞与引当金に含めて

計上している。 

ウ 貸倒引当金
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    債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収

不能見込額を計上している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表関連 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は， 

３，３２２，２８８千円である。 

３ セグメント情報の開示

    芦屋市下水道事業では，公共下水道事業の単一セグメントであるため，記載を

省略している。
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１

２

３

４

５ 特 別 利 益

(１) 91 91

(２) 雑 支 出 63,972 214,643 913,694

経 常 利 益 312,266

(１) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 150,671

1,128,337

営 業 外 費 用

(１) 補 助 金 318,806

(２) 長 期 前 受 金 戻 入 809,245

営 業 損 失 601,428

営 業 外 収 益

(７) 減 価 償 却 費 1,340,530

(８) 資 産 減 耗 費 2,100 2,365,799

(５) 受 託 事 業 費 5,000

(６) 総 係 費 108,309

(３) 南芦屋浜下水処理場費 97,466

(４) 抽 水 場 費 50,347

(２) 受 託 事 業 収 益 5,000

(４) そ の 他 営 業 収 益 15,478 1,764,371

(３) 他 会 計 負 担 金 758,931

令和３年度芦屋市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益 （単位：千円）

(１) 下 水 道 使 用 料 984,962

営 業 費 用

286

過 年 度 損 益 修 正 益

(３) 雑 収 益

(１) 管 渠 費 220,344

(２) 芦 屋 下 水 処 理 場 費 541,703
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６

７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 733,007

当 年 度 純 利 益 301,166

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 208,449

その他未処分利益剰余金変動額 223,392

予 備 費

(１) 予 備 費 9,091 9,091 △ 11,100

特 別 損 失

(２) 1,000

(１) 固 定 資 産 売 却 損 1,100

2,100過 年 度 損 益 修 正 損
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(単位：千円）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ア

ア 建設改良等企業債 7,892,531

企 業 債 合 計 7,892,531

負 債 の 部

１ 固 定 負 債

(１) 企 業 債

貸 倒 引 当 金 △ 5,037 117,754

流 動 資 産 合 計 1,365,535

資 産 合 計 31,233,924

２ 流 動 資 産

(１) 現 金 預 金 1,247,781

(２) 未 収 金 122,791

無形固定資産合計 14,646

固 定 資 産 合 計 29,868,389

有形固定資産合計 29,853,743

(２) 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権 14,646

減価償却累計額 △ 2,968 7,971

建 設 仮 勘 定 133,454

減価償却累計額 △ 3,628 2,767

工具器具及び備品 10,939

減価償却累計額 △ 1,445,903 1,877,647

車 両 運 搬 具 6,395

減価償却累計額 △ 4,238,286 21,591,744

機 械 及 び 装 置 3,323,550

減価償却累計額 △ 289,976 1,358,773

構 築 物 25,830,030

土 地 4,881,387

建 物 1,648,749

令 和 ３ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(１) 有 形 固 定 資 産
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ア

ア

ア

ア

イ

ア

イ

負 債 資 本 合 計 31,233,924

利 益 剰 余 金 合 計 802,235

剰 余 金 合 計 3,551,819

資 本 合 計 6,149,216

(２) 利 益 剰 余 金

69,228

当年度未処分利益剰余金 733,007

国 庫 補 助 金 2,393,688

受贈資産評価額 355,896

資 本 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

2,749,584

資 本 の 部

１ 資 本 金 2,597,397

２ 剰 余 金

(１) 資 本 剰 余 金

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 3,581,220

繰 延 収 益 合 計 16,021,639

負 債 合 計 25,084,708

流 動 負 債 合 計 1,146,537

３ 繰 延 収 益

(１) 長 期 前 受 金 19,602,859

賞 与 引 当 金 9,807

引 当 金 合 計 9,807

(４) 預 り 金 1,466

813,357

(２) 未 払 金 321,907

(３) 引 当 金

２ 流 動 負 債

(１) 企 業 債

建設改良等企業債 813,357

企 業 債 合 計

退職給付引当金 24,001

引 当 金 合 計 24,001

固 定 負 債 合 計 7,916,532

(２) 引 当 金
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注記

１ 重要な会計方針

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

    (ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

    (ｲ) 主な耐用年数

     建物        ７年～５０年

     構築物       ８年～５０年

     機械及び装置    ６年～２０年

     車両運搬具     ３年～ ４年

     工具器具及び備品  ２年～１３年

無形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法 定額法による。

(ｲ) 主な耐用年数

 施設利用権    ３０年

(3)  引当金の計上方法

  ア 退職給付引当金

    職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。なお，他会計が負担すると見込まれる額を除き，

下水道事業が負担すると見込まれる額を計上している。

    地方公営企業法適用前である平成２９年度までの要支給額については，他会

計がその全額を負担することになっているため計上していない。

  イ 賞与引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。

    また，職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費相当額について，当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を賞与引当金に含めて

計上している。 

ウ 貸倒引当金
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    債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収

不能見込額を計上している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表関連 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は， 

３，４８２，３５５千円である。 

３ セグメント情報の開示

    芦屋市下水道事業では，公共下水道事業の単一セグメントであるため，記載を

省略している。
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